
介護事業所におけるハラスメント対策支援に係る業務委託  

受託者募集要項  

 

１   目的 

    介護現場では利用者や家族等による介護職員へのハラスメントが多く発生している。利用者等 

の過剰な要求に対し，ハラスメントに該当するかどうか判断が難しいとの声もあることから，事業

者向けの研修を開催して介護事業所におけるハラスメント対策を推進し，介護職員の離職防止を図

る。 

 

２   実施方法 

   県からの委託により実施 

 

３   契約期間 

     契約締結日から令和７年３月 31 日 

 

４   業務内容 

   別添「介護事業所におけるハラスメント対策支援に係る委託仕様書」を参照 

 

５ 委託先の要件 

応募要件は，以下のとおりとする。 

(1) 県内に事業所を有する法人であり，かつ，次に掲げる条件に該当しないもの。 

  ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４に規定する者 

   (ｱ) 当該公募に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない 

者 

 (ｲ) 鹿児島県との契約等において次のａからｆまでのいずれかに該当すると認め 

られたことにより３年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことと

された者及びその者を代理人，支配人その他の使用人又は入札代理人として使用

する者 

ａ 契約の履行に当たり，故意に工事若しくは製造を粗雑にし，又は物件の品 

質若しくは数量に関して不正の行為をした。 

ｂ 競争入札又はせり売りにおいて，その公正な執行を妨げた又は公正な価格の

成立を害し，若しくは不正の利益を得るために連合した。 

ｃ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた。 

ｄ 地方自治法第 234 条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり 

職員の職務の執行を妨げた。 

ｅ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった。 

ｆ ａからｅにより一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の



締結又は履行に当たり代理人，支配人その他の使用人として使用した。 

イ 鹿児島県が行う契約からの暴力団排除措置に関する要綱に規定する者 

(ｱ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

(ｲ) 役員等が，暴力団員等（鹿児島県暴力団排除条例（平成 26 年鹿児島県条例第 22

号）第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であると認められ

る法人等 

ａ 法人にあっては非常勤を含む役員，支配人，営業所等（営業所，事務所そ 

の他これらに準ずるものをいう。以下同じ。）を代表する者その他いかなる 

名称を有するものであるかを問わず法人の経営を行う役職にある者又は経営 

を実質的に支配している者 

ｂ 法人格を有しない団体にあっては代表者，理事その他ａに掲げる者と同等 

の責任を有する者 

ｃ 個人にあっては，その者，営業所等を代表する者その他いかなる名称を有 

するものであるかを問わず個人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的 

に支配している者 

(ｳ) 暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人等 

(ｴ) 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員等を利用している法人等 

(ｵ) 役員等が，暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問

わず，金銭，物品その他の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するな

ど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し，又は関与している法人等 

(ｶ) 役員等が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している

法人等 

(ｷ) 役員等が，暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするた

めにこれらを利用している法人等 
 

ウ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする者 

 

(2) 当該委託事業を的確に遂行するための必要な経営基盤及び人員体制を有してい

ること。 
 

(3) 会社更生法，民事再生法等に基づく更正または再生手続きを行っていないこと。

また，経営状況が著しく不健全でないこと。 

 

６ 委託料 

(1) 上限額 

   ９２８千円以内（消費税及び地方消費税（10％）を含む。） 



(2) 対象経費 

① 報償費（講師及び専門家派遣に要する謝金） 

② 旅 費 

③ 需用費（消耗品費，印刷製本費等） 

④ 役務費（通信運搬費等） 

⑤ 使用料及び賃借料（会場借上料） 

⑥ その他（受託法人における人件費等） 

※  積算に当たって，不明な点は県へ問い合わせること。 

 

７ 募集方法 

 (1) 提出書類 

①事業計画申込書（第１号様式） 

②事業計画書（第２号様式） 

③事業費積算書（第３号様式） 

④実施する研修の内容，実施時期がわかる資料 

  ⑤誓約書及び役員名簿（第４号様式）  

  （５委託先の要件(1)のイについて，鹿児島県警察本部に照会するために使用。） 

  ⑥決算書（間近２期分の貸借対照表，損益計算書，収支計算書など） 

(2) 提出方法 

    郵送又は持参 

 

(3) 提出期限 

       令和６年７月 12 日（金） 午後５時（必着） 

 

(4) 提出・問合せ先 

    〒890-8577 鹿児島市鴨池新町１０－１ 

鹿児島県高齢者生き生き推進課介護保険室事業者指導係 

TEL 099-286-2687（直通） 

 

８ 事業者の決定 

  県は，提出書類の内容を審査し，予算の範囲内で，委託先の事業者を決定するもの

とする。（審査結果についての異議申立ては，一切受け付けません。） 

 

９ その他留意事項など 

(1) 本募集に応募するための一切の費用は，応募者の負担とする。 

(2) 委託費に残額が生じた場合は，返還するものとする。 

 


